
総務企画委員会会議記録

総務企画委員長 森 誠一

１ 日 時

令和３年６月２５日（金） 午後１時００分から

午後３時３１分まで

２ 場 所

第４委員会室

３ 出席した委員の氏名

森誠一、清田哲也、志村学、井上伸史、浦野英樹、玉田輝義、堤栄三

４ 欠席した委員の氏名

な し

５ 出席した委員外議員の氏名

阿部長夫

６ 出席した執行部関係者の職・氏名

総務部長 和田雅晴、企画振興部長 大塚浩 ほか関係者

７ 会議に付した事件の件名

別紙次第のとおり

８ 会議の概要及び結果

（１）第５８号議案のうち本委員会関係部分及び第５９号議案から第６１号議案までについて

は、可決すべきものといずれも全会一致をもって決定した。

（２）第６７号議案については、可決すべきものと商工観光労働企業委員会に回答することに

全会一致をもって決定した。

（３）陳情２６及び２７について、質疑を行った。

（４）県内所管事務調査のまとめとして、執行部から報告を受けた。

（５）過疎地域持続的発展方針（案）について及び東京２０２０オリンピック・パラリンピッ

ク事前キャンプ・事後交流についてなど、執行部から報告を受けた。

（６）閉会中の継続調査について、所定の手続を取ることとした。

（７）県内所管事務調査を８月２４日、２５日に実施することを決定した。

９ その他必要な事項

な し

１０ 担当書記

議事課委員会班 課長補佐（総括） 冨高徳己

政策調査課政策法務班 主査 甲斐諒子



総務企画委員会次第

日時：令和３年６月２５日（金）１３：００～

場所：第４委員会室

１ 開 会

２ 企画振興部関係 １３：００～１４：００

（１）付託案件の審査
第 ５８号議案 令和３年度大分県一般会計補正予算（第６号）

（本委員会関係部分）

（２）付託外案件の審査

陳 情 ２６ 大分県版総合戦略の原点回帰について

（３）県内所管事務調査のまとめ

①地域に活力・安心を与える県外出身者の活躍について
（４）諸般の報告

①東京２０２０オリンピック・パラリンピック事前キャンプ・事後交流について

②芸術文化活動継続緊急支援事業について

③令和２年国勢調査の結果（速報）について

（５）その他

３ 総務部関係 １４：００～１５：００

（１）合い議案件の審査（付託委員会：商工観光労働企業委員会）
第 ６７号議案 大分県産業振興条例等の一部改正について

（２）付託案件の審査
第 ５８号議案 令和３年度大分県一般会計補正予算（第６号）

（本委員会関係部分）

第 ５９号議案 大分県税条例の一部改正について
第 ６０号議案 大分県使用料及び手数料条例の一部改正について

（福祉保健生活環境及び土木建築委員会へ合い議）
第 ６１号議案 大分県の事務処理の特例に関する条例の一部改正について

（福祉保健生活環境委員会へ合い議）
（３）付託外案件の審査

陳 情 ２７ ＬＩＮＥ利用問題と大分県個人情報保護条例について

（４）県内所管事務調査のまとめ

①コロナ禍における振興局の取組について
（５）諸般の報告

①過疎地域持続的発展方針（案）について

（６）その他

４ 協議事項 １５：００～１５：１０

（１）閉会中の継続調査について

（２）県内・県外所管事務調査について

（３）その他

５ 閉 会
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別 紙

会議の概要及び結果
森委員長 ただいまから、総務企画委員会を開

きます。

本日は、井上委員が遅れて参ります。

また、委員外議員として阿部長夫議員が出席

しています。

委員外議員の方が発言を希望する場合は、委

員の質疑の終了後に挙手し、私から指名を受け

た後、長時間にわたらないよう、要点を簡潔に

御発言願います。

本日の委員会では、試行的にタブレットを用

います。紙資料も置いていますが、できるだけ

タブレットを使用してください。執行部の皆さ

んも御協力をお願いします。

本日審査いただく案件は、今回付託を受けた

議案４件、合い議案件１件及び陳情２件です。

この際、案件全部を一括議題とし、これより

企画振興部関係の審査に入ります。

まず、第５８号議案令和３年度大分県一般会

計補正予算（第６号）のうち、企画振興部関係

部分について、執行部の説明を求めます。

大塚企画振興部長 それでは、第５８号議案令

和３年度大分県一般会計補正予算（第６号）の

うち、企画振興部関係について御説明します。

総務企画委員会資料の１ページをお開きくだ

さい。

左から３列目、補正額（Ｂ）の一番下、合計

欄にあるとおり、今回、１８億３，０７２万９

千円の増額をお願いするものです。

左から２列目、既決予算額（Ａ）の一番下、

６１億３，６７６万６千円と合わせると、一番

右下にある補正後予算額は７９億６，７４９万

５千円となります。

今回の補正予算案の内容ですが、大分空港へ

のアクセス時間を短縮し、観光やビジネス等に

おける利便性を高め、地方創生を加速させるた

め、ホーバークラフトの調達や発着地の整備に

着手するものです。

事業の詳細については、担当課長から説明し

ます。

遠藤交通政策課長 まず、資料２ページを御覧

ください。

大分空港への海上アクセスについては、平成

３０年度から２年間かけて調査を行い、時間短

縮効果、空港側の接続の良さ、整備の費用と期

間のいずれにおいても、ホーバークラフトが最

も有効であり、上下分離方式の運航スキームで

あれば、収支の確保も可能との結論に至り、昨

年３月に導入方針の発表を行いました。

その後、１１月５日に、運航事業者を第一交

通産業株式会社とする基本協定を締結し、本年

３月には、藤本壮介建築設計事務所等から成る

共同企業体を旅客ターミナル建設工事の設計者

に決定しました。

第一交通産業との基本協定では、大分空港と

大分市西大分地区の間で２０年間継続して運航

を行うこと、県がホーバークラフト３隻を購入

して第一交通産業に貸与すること、県が旅客上

屋等の施設を整備して第一交通産業に使用させ

ること、県は運航事業に関する赤字補塡を行わ

ないことなどを定めています。

資料中ほどの右側を御覧ください。

ホーバークラフト導入による県内における経

済波及効果について、運航開始から２０年間で

約６１４億円との調査結果が得られました。こ

の調査は、必要な施設等の整備とその管理運営

に伴う経済効果と、交流人口の増加に伴う経済

効果から成っており、その内訳についても記載

しています。

まず、初期投資によるものが約４９．９億円

で、これは旅客ターミナルや艇庫、港湾施設の

建設投資によるものです。船舶調達や用地取得

については、県外からとなる可能性があること

から、ここには含めていません。

次に、ランニングコストによるものが約９５．

４億円で、これは、人件費や燃料費といった船

舶運航に要するもののほか、施設の保守点検や

修繕等に要するものです。

さらに、下二つが交流人口の増加によるもの
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で、これは大分空港とつながる関東・中京・関

西圏域の方々を対象にＷｅｂアンケートを実施

し、２，７００人余りの回答を得て、その分析

を行いました。

まず、大分空港への利用転換によるものが約

５７．６億円で、これは、これまで県外の空港

を利用して本県に来ていた旅行者が、ホーバー

クラフトがあるなら大分空港を利用しようとい

う転換意向によるものです。県内の滞在時間が

延びることによる、お土産代や飲食費などの観

光消費額の増加を見込んでいます。

最後に、観光客数の増によるものが約４１１．

３億円で、これは、これまで大分県に来ていな

かった旅行者の、ホーバークラフトへの乗船を

目的とした本県への新たな来訪意向によるもの

です。宿泊費、交通費、お土産代、飲食費など

の観光消費額の増加を見込んでいます。

今後のスケジュールの予定ですが、赤枠にあ

るとおり、今回の６月補正予算において船舶購

入と用地補償に必要な予算をお願いしています。

今定例会で議決いただけたら、船舶に関しては、

７月上旬に公告を開始し、８月中旬に入札を行

い、落札者を決定した後、８月下旬までに仮契

約を締結したいと考えています。その後、７千

万円以上の動産買入れにあたるので、９月議会

に契約議案を提出し、議決いただければ、１０

月から設計・建造に着手する予定にしています。

一方、発着地に関しては、７月上旬に大分県

土地開発公社との委託仮契約を締結し、８月中

旬に地権者との仮契約を締結したいと考えてい

ます。その後、７千万円以上かつ１件２万平方

メートル以上の土地買入れにあたるので、こち

らも９月議会に契約議案を提出し、議決いただ

ければ、順次工事のための予算を提案し、令和

５年度末の運航開始を目指し、工事に着手して

いきます。

次に、資料３ページを御覧ください。

６月補正予算の実施内容について説明します。

昨年度１１月補正予算で実施していた船舶調

達の概算見積りと、大分市側発着地の用地測量

等が完了したので、造船事業者の公募及び土地

・物件の補償を実施するための予算として、１

８億３，０７２万９千円と、債務負担行為３１

億５，７３２万７千円をお願いするものです。

このうち、船舶購入費は、本年度の前払に必

要となる１０億５，２４４万３千円と、次年度

以降支払予定分の債務負担行為３１億５，７３

２万７千円の合わせて４２億９７７万円です。

今回、ホーバークラフト３隻を購入しますが、

予定価格３千万円以上の物品の購入に該当する

ことから、ＷＴＯ政府調達協定に基づく特定調

達政令の適用を受けることとなり、船舶の設計

・建造を行う造船事業者を一般競争入札により

公募します。

ホーバークラフトは特殊な船舶になるので、

運航の安全性や取引の確実性を担保するための

要件を設定した上で、一般競争入札を行う予定

であり、具体的には、同種同規模の船舶を建造

したことがあるか、海外事業者にあっては自国

以外に船舶を輸出・納入したことがあるか、船

員や整備士の適切なトレーニングメニューを有

しているかなど、入札参加資格要件を設定する

予定です。

なお、船舶に関しては、次の資料４ページを

御覧ください。

今回は、国内で唯一、大型旅客用ホーバーク

ラフトの建造実績を有する三井Ｅ＆Ｓ造船株式

会社に、船舶仕様書や概算船価見積書の作成な

どを支援いただきました。

具体的には、三井Ｅ＆Ｓ造船株式会社が以前、

大分ホーバーフェリー株式会社に納入していた

ホーバークラフトの建造費用をベースに、他の

ホーバークラフト造船事業者の建造費用も参考

にしながら、現在の新たな仕様で建造する場合

の費用を見積もっていただきました。その結果、

ホーバークラフト３隻で４２億９７７万円、１

隻当たりでは１４億３２６万円となっています。

資料、戻って３ページを御覧ください。

右側にあるとおり、用地補償費は７億７，８

２８万６千円です。大分市側の事業用地を確保

するため、地権者へ土地・物件の補償を実施し

ます。

次に、資料の５ページを御覧ください。

今回、発着地の事業用地として取得を予定し
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ている土地は、赤枠囲みの部分の約２万５千平

方メートルになります。

また、お手元に紙資料を配っていますが、こ

ちらは大分県として、以前、実際に大型の旅客

用ホーバークラフトを運航している実績のある

イギリスのホーバークラフトを調査しに行った

ときの資料です。

こちらはグリフォン・ホバートラベルが運航

しているもので、ポーツマスとワイト島を約１

０分で結ぶ航路になっています。

ポーツマスの方は海岸の砂利のところを上が

ってくる感じ、ワイト島については車路を整備

している状況になっています。

下の写真が全体の外観になります。右は、乗

客の下船の様子です。以前の本県のホーバーク

ラフトは外付けのボーディング・ブリッジのよ

うな地上設備をつけていましたが、こちらは前

の方がこのような形に開き、左側がスロープ、

右側は階段で、どちらからでもスムーズに乗り

降りできる設計になっています。

次のページは、そのスロープのところを拡大

した図になっています。

今回の仕様では、日本のホーバー船舶のバリ

アフリー基準に基づき、幅８０センチメートル

以上、段差２センチメートル未満という形で、

今後、設計の中でしっかり対応していきたいと

思います。

下が実際に設けられている車椅子用のスペー

スの写真で、右側が乗客用の椅子席の配置の状

況です。

次のページを御覧ください。上の部分が、ホ

ーバークラフトの前方の荷物置きスペースと自

転車置場等が設けられている部分の写真です。

荷物置場のところにはラックも用意されてお

り、需要に応じてラックを出したり、しまった

りしています。

最後に、船尾についているプロペラダクトの

写真が２枚あります。こちらは、以前のホーバ

ークラフトより直径が約１メートルほど大きく

なっており、プロペラも５枚ということで、以

前の３枚より２枚増えている状況になっていま

す。プロペラを大きくすることで、ゆっくり回

すことが可能な仕様になっており、音の低減が

図られる工夫がされています。

こちらはあくまで我々が実際に運航している

状況を視察したときの写真になるので、実際に

今後調達するホーバークラフトは、一般競争入

札での公募となります。

森委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。委員の皆さんから

質疑はありませんか。

堤委員 ホーバークラフトの関係ですが、経済

波及効果がいろいろと需要やお客さんの予測を

して６１４億円と。宇宙港も１０２億円で、二

つ合わせれば結構大きな金額になる。果たして

大丈夫なのかな、過大な見積りではないかなと

いう思いがあるが、非常に厳しくそこら辺は見

ておかないと、いざ赤字になったとき、県は補

塡しないわけだから、そういう見積りを厳しく

見ているのか、確認していただきたい。

それと、今回、コロナの関係でお客さんが非

常に少なくなってきているでしょう。これは今

回に限らず、当然、中国とか欧米とか、いろん

なところからお客さんが来るけど、外国の諸事

情が当然あると思うよね。貿易摩擦の問題とか

外交上の問題とか。そうすると、なかなかイン

バウンドとして増えてこないということも危惧

とすればあるわけ。コロナ以外の新たな感染症

という危険性も今指摘されている状況の中で、

果たして２０年間、黒字経営が片道料金１，５

００円でいけるか、非常に心配されるし、そう

いう緊急事態のときのＢＣＰ、つまり危機的な

状況のときの計画も含め、第一交通とはきちっ

とそこら辺を締結というか、計画しているか、

確認しておきたい。

もう１個、これは猿渡久子議員が質問したけ

ど、仕様書には車椅子スペースが一つあるね。

彼女の質問に対して、今後検討する、障がい者

の方々といろんな相談をすると言っていたが、

できそうなのよね、椅子を動かして、そこに車

椅子のスペースをもう１個つくるとかは。設計

段階に入ると間に合わないから、それは今から

十分そういうところと相談しながら、本当に実

現してほしいと思いますが、そこら辺の考えを
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最後に聞かせてください。

遠藤交通政策課長 三つ御質問いただきました。

一つ目の経済波及効果の６１４億円は過大に

見積もり過ぎではないかという御指摘について

は、我々もしっかり分析しており、特に観光誘

客による効果が一番ポイントになるかと思って

います。導入の初年度はインパクトがあるとい

うことで多くのお客様に来ていただけると思い

ますが、やはり２０年間で見たときには、利用

客、またインパクトというものが低減していく

ことも含め、ほかの観光施設などの例を参考に、

どのような形で低減していくかに基づき数値を

はじいており、固めの調査結果になっていると

思っています。

また、二つ目の今後の航空需要、または危機

的な状況のときにどうするかという点ですが、

今後の航空需要は、仰せのとおり、まだ見通せ

ない部分がありますが、国とも話をすると、や

はり今後はインバウンドがかなり旺盛になって

需要が回復してくると我々も考えています。

今回のホーバークラフトの収支を算出するに

あたり、需要の調査をしていますが、今回のシ

ミュレーションでは、あくまで国内利用客のみ

をターゲットとして見ており、インバウンドの

需要は今回織り込んでいない試算をしているの

で、そういう意味では需要を非常に固めにして

います。インバウンドが出れば、その需要もオ

ンしてくるかと思っているし、ホーバークラフ

トだけをやって空港を活性化させるわけでもな

く、もちろん宇宙港でしたり、またそれをうま

くやるコンセッション方式の導入とか、陸路の

充実も含め、空港全体の誘客を同時並行的にや

っていきたいと思っています。

また、危機的状況についても、第一交通との

間でどうするかについては、今後、開業の前ま

での間に実際に船を貸与するにあたっての契約

を結ぶので、そのような中でしっかりと後で問

題が起きないよう、先方と協議をし、必要な規

定を盛り込んでいきたいと思っています。

最後の車椅子用のスペースの問題です。

猿渡議員からも座席の取り外しにより、臨機

に対応する方法もあるのではないかという御提

案をいただいており、我々も早速その御提案を

受け、少し今回の船が特殊な高速船になるので、

安全上、そのような取り外しの可能な椅子が設

置できるか、今、国土交通省にその辺を調べて

もらっているので、その辺の安全性の課題も含

め、対応できるか、今後、設計段階に応じて、

多くの方が利用できる方策を検討していきたい

と思います。

玉田委員 今の堤委員の質問と少し重なります

が、観光客数の増で４１１億円ということで、

遠藤課長の話で随分理解できたところもあるけ

れども、一昨日の一般質問を聞くと、私も陸路

の今のバス事業者との関係がどうなのか少し心

配です。この経済効果の中で見たとき、あのと

きは３０万人から４０万人ほどがホーバークラ

フトを利用するという想定でやっているという

話でしたが、観光客数が大体どれほど現状の利

用客より増えていく見通しか。あのときのやり

取りでは時間もなかったので、その辺がなかっ

たなと思いました。

一つが大体どれほど伸びていくかということ

と、あのときは一般質問だから、バス事業者と

の話は突っ込んだところができなかったと思い

ます。やはりそこは今やっているところが厳し

くなるという状況に追い込まれる、また活性化

としては非常に予想とは違ってくると思うので、

バス事業者とこれからの関係について、今の段

階で言える部分があれば教えてください。

遠藤交通政策課長 １点目の経済波及効果によ

る観光需要の増加で何人ぐらい増えるかについ

ては、さきほど申したように、ほかの空港から

新たに大分空港を使っていただける方と、今ま

で大分県に来るつもりはなかったが、ホーバー

クラフトができたので行ってみようと思ってい

る方を含め、年平均で約８万２千人程度増加す

るものと見込んでいます。

また、二つ目の現行の空港バスとの関係です。

やはり陸路と海路の二つのネットワークを維持

するのが一番重要だと思っており、また、今回

のホーバークラフトについては、やはり船舶で

ある以上、就航率は９４％ありますが、どうし

ても欠航することもあるので、そういう意味で



- 5 -

も既存の交通事業者との連携、協力体制の構築

は非常に重要だと思っています。バス会社とは、

そのような対応も含め、協力体制の構築に向け、

議論、協議を今後していきたいと思います。

玉田委員 特にバス事業者の件はよろしくお願

いします。

それから、今、観光関係で８万２千人という

数字が出ましたが、この部分は、この間答弁し

た３０万人から４０万人にプラスして８万２千

人いるということなので、バス事業者にこの分

は余り影響しないという考えでいいですよね。

遠藤交通政策課長 ３０万人から４０万人とい

うのは、平成３０年度に大分空港の国内線を使

っている１８７万人を対象に、できたらどのよ

うに使いますかという調査になります。

今回の８万２千人については、関東、中京等

で、今、大分空港を使っていない方を対象にし

て聞いた新規事業という形になるので、そこと

３０万人から４０万人のところには含まれてい

ないという考え方になります。

浦野委員 今かなり本格化してきて、いろいろ

市民の皆さんから意見を伺う機会が増えてきま

したが、やはり慎重に考えている方からの意見

として、以前失敗したではないか、そこについ

てどう変わるか知りたいという声が多いですね。

そこを、例えば、まず収支の面と機械の面、こ

れを分かりやすく説明するとしたら、どういっ

たことになるでしょうか。

遠藤交通政策課長 我々も今回、ホーバークラ

フトを新たに導入するにあたり、過去の経験を

しっかりいかし、事業の継続性を確実に担保し

ていかなければいけないと思っています。

そういう意味で、以前と大きく違うところは、

今回採用しているのが上下分離方式ということ

です。船舶の調達、またターミナル棟の施設整

備は県でするので、運航事業者にとっては初期

投資が抑えられることに伴い、減価償却費等を

抑えることができることで、収支という部分で

非常に収益性の高いやり方ができると思ってい

ます。

また、当時のホーバークラフトがなかなか難

しかった理由としては、もちろんリーマンショ

ック等による影響もありましたが、一つは部品

ですね。エンジンメーカーがつぶれてなくなっ

ていたため、新たなエンジンの調達ができなく

なったことが大きな問題でもありました。

そのようなことも踏まえ、今後部品とか修繕

の面で、安定的に調達できる対応を取りたいと

思っており、プロペラとかエンジンも含め、安

定的な供給体制にも配慮してしっかりやってい

きたいと思っています。

浦野委員 利用者の立場からすると、以前は欠

航が多かったという意見が多いです。エンジン

音はプロペラがかなり大きくなって解消された

りというのはありますが、欠航対策という意味

では、何かありますか。

遠藤交通政策課長 どうしても船なので欠航は

あります。ただ、以前のホーバークラフトは約

９４％の就航率となっているので、一般的な外

洋を走っている船よりはだいぶ欠航率は少ない

と思っています。

ただ、やはり欠航したときに利用される皆さ

んの影響を考え、まずはインターネットやＳＮ

Ｓ等を通じて早めの周知はもちろんですが、そ

れでもどうしても来てしまう方もいると思うし、

公共交通じゃなきゃどうしても行けない方もい

ると思うので、そこは既存のバス会社とも協力

して欠航したときの代替輸送等の体制が築けな

いか、今後、バス会社と相談したいと思ってい

ます。

森委員長 そのほかありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

森委員長 委員外議員の方はありませんか。

阿部委員外議員 少し質問させてください。

調達について伺いますが、このホーバークラ

フトのメーカーは、今現在、何社ぐらいあるか

教えてください。

それと、輸送、通関費用とありますが、もし

仮に海外のメーカーであれば、メンテナンスの

部分で問題になるかと思います。海外の機種を

導入するのであれば、その都度、海外から来る

のか、国内のどこかの業者がメンテナンスを引

き受けるのかですね。

それと、この１隻１４億円が妥当な金額か伺
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います。

遠藤交通政策課長 ３点御質問いただきました。

一つ目の何社というところですが、我々が確

認しているところ、このような１００人前後の

大型のホーバークラフトについては、このイギ

リスの１社のみとなっています。

二つ目のメンテナンスについてです。

御指摘のとおり、やはり都度都度の輸入とな

ると輸入コスト等がかかるので、ランニング費

用がかさんでいくのは、収支に影響を与えると

いうことで非常に問題だと思っています。

そこで、今後、設計の段階になったら、でき

る限り部品の国産化を目指していきたいと思っ

ており、加えて、メンテナンス等についても、

できる限り地元の企業で対応できるところは地

元の企業に対応していただき、難しいところは、

例えば、ほかの東京都の造船事業者に協力をお

願いする形で、できる限り国内の装備品等が搭

載できるように相談していきたいと思っていま

す。

また、三つ目の１４億円が妥当かどうかにつ

いては、実際にホーバークラフトという特殊な

船舶を建造していた実績のある三井Ｅ＆Ｓ造船

に、今実際に造っている造船メーカーからの情

報を基に、自ら造ったらどうなるかという観点

で検証いただき、このような金額であれば妥当

という報告をいただいています。

阿部委員外議員 ということは、部品、パーツ

等については、できるだけ国内産を組み込みた

いということですが、間に合いますか。スケジ

ュールを見ると、契約は８月にやりますよね。

そのときに契約条件の中に船舶建造は国内パー

ツを使ってくださいと織り込みますか。

遠藤交通政策課長 今回の契約の仕様の段階で

は、細かいところまで盛り込むものではありま

せんが、正式に契約を結び、次の議会で議決い

ただいたら、早速１０月から設計に入っていき

ます。もちろん我々と落札した造船事業者、ま

た国にも入っていただき、装備品として、また

部品としてどこのメーカーのものが国の基準に

適合するかという観点も必要になるので、設計

の段階で一緒になって検討、協議をしていく流

れになります。

阿部委員外議員 理解できませんね。金額を決

めて契約をする以前に、その条件は入れておか

ないと、契約を結んだ後に、金額は決まったが

その後に正式契約をするとき、実はこの日本の

メーカーのものを使ってくださいと言ったら、

ホーバークラフトを造るメーカーはそんなのは

最初聞いていないじゃないかと、契約違反じゃ

ないかということになりませんか。

遠藤交通政策課長 少し説明が間違ったところ

がありますが、具体的にどういう部品を入れる

かは、設計の段階になりますが、仕様のところ

で、できる限り国内メーカーの部品の適用又は

活用を盛り込んでいるので、そこを最大限配慮

していただき、今後は落札していただく流れに

なります。

阿部委員外議員 まだ理解できない。

そういういい加減な、曖昧な契約の仕方でい

いですか。できる限りという言葉で契約を結ん

でいいですか。

遠藤交通政策課長 国内化できるところとでき

ないところは、今後出てくると思っています。

特に特殊な部品などは日本国内で対応できない

ところも出てくると思っているので、そこは設

計の段階にならないと、はっきりとどのパーツ

が国内メーカーでできるかできないかは、その

後にならないと議論は難しいと思っています。

阿部委員外議員 非常に心配しているのは、海

外のメーカーだということですよね。

最初の質問に戻りますが、メンテナンスはそ

の都度来るのかということについては、イギリ

スで造ったパーツが壊れたときはイギリスから

送ってもらわなきゃいけないわけですよね。で

すから、そういう余分な費用がかかる。

そして、なおかつ、事業の継続性を担保する

とか言いましたね。それから、安定的な供給体

制と言いましたが、１社しかない会社がどれだ

け事業を継続するのか、その会社がどれだけ安

定経営をしているかが分からない中で、２０年

間も継続できるかというところですよ。そこら

辺はしっかり調査しているかどうか、伺います。

大塚企画振興部長 まず、極力国内の部品を使
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うというのが、その後のメンテナンスも含めて

費用低減になるので、ここは、また地場企業の

参入も含め、私どもも重要な関心を持っていま

す。

実際、日本で走らせる船は、国の型式承認が

必要になります。要は安全性とかを見るので、

国土交通省が認めた型式承認の部品じゃないと

使えない部分もあるということです。そこは、

今回入札で取られた事業者は、我々の言い分を

無視し、全て海外の部品を使うことはできない

んじゃないかなと。そこは、さきほど課長が申

しましたが、実際の契約の中でやっていく。そ

の前段として、この仕様の中で極力国内のもの

を使うことは明記しているので、それを踏まえ

た上で、彼らと実際の契約をしていくことにな

ります。そこのところはしっかりやっていきた

いと思います。

阿部委員外議員 ということは、仕様の段階で

三井と相談したということですから、三井とし

っかりと協議をし、入札する前に、今部長が言

った国内部品を使うとか、そういった仕様を極

力とかじゃなくしっかりと三井に言って、銘柄、

メーカーまで指定し、後のメンテナンスができ

る体制をきっちりと取ってもらうことを要望し

ておきます。

後で５年、１０年で運航ができなくなったと

いうことにならないようにお願いしておきます。

遠藤交通政策課長 御指摘ありがとうございま

す。少し補足しますと、今回、まず費用につい

ては、全部が海外からの輸入になった場合とし

て見ているので、非常に固めに見ている。その

中で国内メーカーのものを使えば、その分費用

が低減していく。今回の収支を計算する上での

修繕費用等についても、全部輸入になった場合

はどれだけと固めに見ているので、今後、国内

メーカーを使えば下振れしていくと思います。

また、先方が安定的に２０年部品が供給でき

るのかというところですが、今後、造船事業者

は一般競争入札になるので、まだ決まっていな

いので何とも言えないですが、今回写真でお見

せしているグリフォンについては、これまで４

３か国に１８０隻以上のホーバークラフトを納

入している実績があり、世界のシェアでも８割

を超える会社なので、しっかりしたところだと

思っています。

仕様について、どこのメーカーというところ

まではっきり書くと、恐らく誰も落札できなく

なる状況もあるのではないかなと思っており、

そこの仕様のやり方については、少し工夫した

いと思います。

井上（伸）委員 説明があったかと思いますが、

１隻で大体どのくらい稼ぐの。

遠藤交通政策課長 １隻でどれぐらい稼ぐかと

いうところはなかなかお答えできないですが、

大体年間３０から４０万人台の利用を目指した

いと思っています。

井上（伸）委員 そうすれば採算というか、１

隻１４億円出して買っても、採算が取れるとい

う計算ですか。

遠藤交通政策課長 しっかり収支ができるライ

ンと思います。

井上（伸）委員 分かりました。しっかり聞い

ておきたいと思います。

森委員長 ホーバークラフト事業に関しては県

民の関心も高いと思われるので、先般の一般質

問、また本日の委員会での議論をしっかり踏ま

え、しっかりと進めていただきたいと思います。

この件については、ほかに御質疑もないよう

ですので、これで質疑を終わります。

なお、本案の採決は、総務部関係の審査の際

に一括して行います。

以上で付託案件の審査を終わります。

次に、付託外案件の審査に入ります。

議長から回付されている陳情２６について、

執行部の意見を求めます。

藤川おおいた創生推進課長 陳情文書表の２ペ

ージをお開きください。陳情２６について御説

明します。

本陳情は、新型コロナウイルス感染症対応地

方創生臨時交付金の実施計画が、まち・ひと・

しごと創生法等に準拠するものではないことか

ら、補助金等に係る予算の執行の適正化に関す

る法律の補助金等の交付の不正な申請及び不正

な使用に相当するとして、調査等を行う百条委
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員会又は第三者調査委員会を設置し、県民に公

開することを求めるもので、本年第１回定例会

に出された陳情と同趣旨の内容です。

本交付金は、新型コロナウイルスの感染拡大

の防止及び感染拡大の影響を受けている地域経

済や住民生活の支援等に取り組むため、国が定

めた要綱に基づいて交付されるものであり、ま

ち・ひと・しごと創生法等とは、直接の関係は

ありません。

前回定例会において、それまでに申請した交

付金約１８０億円に関しては、補助金等に係る

予算の執行の適正化に関する法律に規定された

法令及び予算に違反しないか、目的及び内容が

適正であるか、金額の算定に誤りがないか等の

基準に基づく国の厳正な審査を経て、総務大臣

から交付決定を受けたことを説明しました。本

年３月に追加で申請した交付金約４９億円につ

いても、同様の手続を経て、交付決定を受けて

います。

なお、平成２７年度の地方創生交付金の一部

が会計検査院より指摘を受けた項目については、

令和元年第２回定例会に同じ内容の陳情が提出

され、総務企画委員会において御審議いただい

ているので、説明は省略します。

森委員長 この陳情について、御意見等はあり

ませんか。

堤委員 毎回出されているというのは、私も知

っているし、今日も本人が見えられているが、

ちょっと教えてほしいのは、最後の段落の中で、

補助金適正化法の対象になり、地方創生の三種

の神器に準拠しない実施計画と書いている。Ｑ

＆Ａを見ると交付金申請は対象に該当すると規

定され、三種の神器に準拠しないと書かれてい

ますね。これはどういう考えか、県として分か

りますか。

藤川おおいた創生推進課長 分かりますかと言

われると、ちょっと微妙なところがありますが、

要は補助金適正化法にこの交付金の申請そのも

のが違反しているのではないかということを陳

情者は言いたいのかなと思っています。

さきほど言ったように、この交付金の申請に

ついては、総務省に申請し、総務省での審査を

経て交付決定されているので、現時点で補助金

適正化法に触れるかどうかに関しては、我々は

そうではないと思っています。

堤委員 前の２億２千万円のときも、県として

はそういう判断を下して交付したけど、会計検

査院に指摘されて戻した経過があるでしょう。

今回はそういうことは絶対ないと言えるわけで

すよね。

藤川おおいた創生推進課長 絶対ないかと言わ

れると難しいところがありますが、申請の段階

では当然適正に執行することを前提に申請し、

交付決定いただいているので、しっかり適正に

執行していきたいと考えています。

森委員長 そのほかありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

森委員長 委員外議員の方はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

森委員長 ほかにないようですので、以上で陳

情について終わります。

次に、県内所管事務調査のまとめを行います。

執行部の説明を求めます。

藤川おおいた創生推進課長 委員の皆さまには、

本年度の県内所管事務調査において、当部の所

管事務に対し、貴重な御意見や御指導を賜り、

誠にありがとうございました。

本日は、いただいた意見のうち、地域に活力

・安心を与える県外出身者の活躍について御説

明します。

お手元の総務企画委員会資料の６ページをお

開きください。

まず、地域おこし協力隊員が任期終了後に活

躍している例を紹介します。今まで、協力隊員

１６１人が県内に定住されており、その中のご

く一部ですが御紹介します。

初めに、臼杵市の元地域おこし協力隊員、三

中西篤さんです。

京都府出身の三中西さんは、任期終了後も旅

行業の資格をいかしたツアー造成や地元ケーブ

ルテレビのＭＣとして活躍するなど、臼杵市の

観光振興や情報発信に取り組んでいます。

次に、日田市の元地域おこし協力隊員、上戸

木綿子さんです。
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長崎県出身の上戸さんは、市民向けヨガ教室

を開催したり、人材育成団体に所属して、子ど

も向けキャリア教育のコーディネーターとして

活動するなど、市民の健康増進や日田市の人材

育成に携わっています。

移住者が活躍している団体を御紹介します。

豊後高田市の楽しい暮らしサポーターズ事務

局は、２０１８年に移住者が中心となり設立さ

れました。移住者自身がサポーターとなり、困

り事の相談等に応じるほか、地域のにぎわいづ

くりにつながるマルシェや古本市の開催等に取

り組んでいます。また、資料の写真にあるよう

に、市からの委託を受け、豊後高田あるあると

いう移住希望者向けの冊子を作成し、市のプロ

モーション活動に貢献しています。

最後に、制度の話をします。県外人材を呼び

込む制度として地域プロジェクトマネージャー

が今年度から新たに設けられました。

これは、地域や行政、民間などが連携して地

域のプロジェクトを実施するために、マネジメ

ントができる人材を市町村が任用するものです。

マネージャーの条件としては、３大都市圏等

の都市部から条件不利地域への移住が前提とな

ります。

また、１市町村１人、３年間の任用が上限と

なっており、経費は１人当たり年間６５０万円

を上限に特別交付税が措置されます。

現時点で県内市町村での配置実績はありませ

んが、配置に向けた検討は一部の市町村で始ま

っています。

県では、市町村に対して地域おこし協力隊や

地域プロジェクトマネージャーの活用を推進す

るとともに、地域に活力・安心を与える県外出

身者が存分に活躍できるよう、サポートしてい

きたいと考えています。

森委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。質疑はありません

か。

井上（伸）委員 私は過疎地出身なので、こう

いった協力隊があれば非常に助かるという声は

確かにあります。

地域おこし協力隊――人それぞれ違うと思い

ますが、いろんな地域おこしの皆さんが、地域

の皆さんの意見を聞いて聞いて、こうしたいと

あった場合、どうも行政が任せきりのこともあ

るし、頼んでも対応しないと。こうしてほしい

ということを協力隊の方が市に相談しても、な

かなか行政が動いてくれないと。その方はそう

いうことでしたので、辞めて別の方面に行った

という声を聞きました。実際、私たちもそうい

う人たちと何回か接し、そういう声を聞いたの

で、やはり行政がそういう声を聞いたら、その

思いに応えてやるのが地域の活性化というか、

手立てになるのじゃないかと思います。

こういう人たちが、いろいろあるけれど、火

付けして帰るということじゃ根付かないと思う

ので、その辺の協力隊の皆さんの思いをもう少

し行政も意識してやらなきゃいけないと思いま

す。その辺の意識がどうもね、頼んだわ、じゃ

お願いねと、頼んでそれで終わる場合が多いと

感じたので、まずその辺を十分行政側として注

視して指導すべきではなかろうかと思います。

その点を感じて思いを申したわけですが、その

辺、何かありますか。

藤川おおいた創生推進課長 井上委員の御指摘

ももっともで、さきほど言ったように、今１６

１人が県内に定住していますが、定住率は当然

１００％ではなく、大体３人に１人が定住され

ずに任期終了後に大分県を去っている事実があ

るので、少しでも定住していただくよう、県も

取組を行っています。さきほど委員が仰せのよ

うに、なかなか市町村とうまくやれないとか、

地域とうまくやれないケースがあるので、集合

研修ももちろんやっていますが、それに加え、

専門の団体にお願いして、市町村と地域おこし

協力隊の人たちをつなぎ合わせる事業をやって

います。実は今週もそういった団体と県の職員

が行って、地域おこし協力隊の方が今抱えてい

る問題とか相談事を聞き取り、市町村とか地域

とうまくやっていけないかと取組を今続けてい

るので、少しずつですが、定住率が上がってき

ており、我々としても少しでも定住率を上げ、

地域で活躍できる人材を育てていきたいと思い

ます。
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森委員長 今回、我々も所管事務調査の中で、

県内あちこちを拝見しました。地域課題解決と

か地域創生の新たな取組、またそこで地域おこ

し協力隊の方が活躍しているのも拝見しました。

一般質問でも述べましたが、特に豊後高田市

では地域おこし協力隊の皆さんの配置に関して

もきちんとマネジメントする組織が株式会社と

して活躍していたと。そこがしっかり地元に溶

け込み、信頼を得て活動しているのが非常に印

象的でした。

今、新しい事業を紹介いただいたので、この

ことについてですが、地域でそういった課題解

決に向けて活躍されている方は、地元の信頼が

一番必要なので、急に東京から来て、いきなり

プロジェクトを立ち上げてというのは非常に困

難じゃないかと私は地元にいても感じます。こ

ちらに来て１年、２年、３年ぐらいたってやっ

と信頼関係ができ、それからじゃないと、地域

の方と交わってプロジェクトを進めるのは非常

に難しいと思うので、この要件については、少

しこれから検討していった方がいいかと思いま

す。

これも一般質問で言いましたが、社会課題解

決型ベンチャーと言われるゼブラの方々が県内

に結構入ってきて、いろんな地域で活動されて

います。彼らも信頼関係をつくるのに物すごく

時間がかかると言っているし、それがないと事

業が定着しないし、そこで終わってしまう、継

続できないことになると思います。そういった

社会課題解決に関し、こういった地方創生の予

算を、また交付税措置とかで使うのであれば効

果的に使わなければならないので、この執行等

についてはよくよく考えた方がいいと思います。

そういった外部人材のアイデアは、非常にデ

ザイン性とか発信力が優れていると思うので、

そこの使い分け方と言うか、地方創生予算の執

行の時点でしっかり見極める必要があると思い

ます。そのあたりを十分踏まえた上で、地域に

せっかく来てくれた貴重な人材なので、しっか

りいかしていく仕組みづくりをしていただけれ

ばと思います。

今、井上委員が言われたように、地域おこし

協力隊で来てくれた、でも後、商工観光課で頑

張ってねと言う市もあれば、豊後高田市のよう

にきちんとマネジメントしてやる気を起こさせ

るところもあり、地域差がありますが、そうい

ったことを踏まえて進めていただきたいと思い

ます。

ほかにありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

森委員長 委員外議員の方はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

森委員長 ほかに御質疑もないようですので、

これで県内所管事務調査のまとめを終わります。

次に、執行部から報告の申出があるので、こ

れを許します。

それでは、①と②について説明をお願いしま

す。

足立芸術文化スポーツ振興課長 資料の７ペー

ジをお開きください。

まず、東京２０２０オリンピック・パラリン

ピック事前キャンプ及び事後交流についてです。

東京２０２０オリンピック・パラリンピック

の事前キャンプが本県でも実施される予定なの

で、現時点の状況について説明します。

上の囲みを御覧ください。本県では県内のス

ポーツ施設を活用し、県民のスポーツへの関心

拡大等を図るため、東京オリパラの事前キャン

プ・事後交流の受入れを推進してきました。

現在、県及び大分市、別府市、日田市の３市

が事前キャンプの受入れの準備を進めており、

受入国はポルトガルのほか、９か国となってい

ます。

その下の囲みを御覧ください。大分県では、

ポルトガルの事前キャンプを受け入れるので、

詳細を説明します。

実施期間は、令和３年７月１７日から２８日

の１２日間、選手等の受入人数は最大３５人を

予定しています。競技種目は陸上競技で、練習

場所は大分スポーツ公園です。

今回の事前キャンプでは、新型コロナウイル

ス対策として、国の方針に沿った受入れに関す

るマニュアルを作成し、選手等と県民との接触

を最小限とし、感染防止対策を徹底します。ポ
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ルトガルとは、このマニュアルの遵守に関する

同意を締結するよう調整しています。

マニュアルに記載する具体的な対策については、

その下に記載しているとおり、①の航空機での

空間的・時間的な分離から⑧の救急事案等に対

処するための後方支援病院まで、新型コロナウ

イルス感染防止を中心に対策を講じていきます。

事前キャンプの実施まで約３週間と迫ってい

ますが、安全・安心な事前キャンプの実施に向

けて、引き続き、万全を期していきたいと考え

ています。

次に、資料の８ページをお開きください。

芸術文化活動継続緊急支援事業についてです。

新型コロナウイルスの感染拡大により、公演

の中止等、活動自粛を余儀なくされた芸術文化

団体が、今後も活動を継続できるよう、公演等

のキャンセル料を支援するため、５月の臨時会

において支援策の創設を認めていただきました。

事業の実施については、交付要綱とともに、８

ページ、９ページにあるようなチラシを作成し、

大分県芸術文化振興会議や市町村にお願いして

広く県内の団体に周知するとともに、各地の芸

術文化施設とも連携して該当しそうな団体に対

して、活用を呼びかけています。

現在の状況ですが、日本舞踊や吹奏楽、クラ

シック音楽など多様な分野の２４団体が、公演

などを中止・延期したことを確認しています。

できるだけ多くの団体がこの事業を活用してい

ただけるよう、引き続き、丁寧に対応していき

たいと考えています。

森委員長 ただいまの報告について、質疑はあ

りませんか。

玉田委員 大体分かりましたが、オリパラの事

前キャンプの件で、後方支援病院は、こういう

ときにどういう役割を果たすのか。もしかした

ら所管外かもしれませんが、今分かっている範

囲で教えてください。

それから、この例だとアルメイダということ

で、ほかのところは医療圏が違うから別府、日

田と、またそれぞれ後方支援病院があるのかと

いうこと。

それと、今入院している人は少なくなってい

ますが、そこと医療機関が重複するところがあ

るのか、その辺の対応について、分かる範囲で

結構ですので教えてください。

足立芸術文化スポーツ振興課長 まず、後方支

援病院の位置付けですが、コロナ対策というこ

とで、今、医療機関に協力を求めていますが、

ここで言う後方支援病院は、キャンプに来てい

る選手のけがの治療であったり、コロナとは関

係なく、いわゆる医療的なケアを受けるための

病院です。可能性は低いですが、陽性が出て、

コロナの治療が必要という場合は、通常の、今

行われている医療プログラムに乗っかることに

なります。医療機関の重複はないのかというこ

とですが、コロナへの対応という意味では、通

常の今、県として対応している中で対応するこ

とになり、そういう意味の重複はないです。

玉田委員 分かりました。そしたら、選手で発

熱とか、そういう兆候があった場合は、今の県

がやっている検査体制の中に入っていくという

整理になっているのね。

足立芸術文化スポーツ振興課長 そういう理解

でよろしいかと思います。

堤委員 気になるのは、最近オリンピック関係

者でウガンダの選手が２人、フランスとかエジ

プト、スリランカからそれぞれ１人ずつ、６人

ほど感染者が出ていますね。確かに大分県に入

ってくる国々の方々は、いろんな事前の検疫、

検査はしていると思いますが、そういう検査を

した後でも陽性患者が出てきている。それを水

際で、また大分空港でどういう対処をしていく

のか確認しておきたいんですけど、それは福祉

保健部になるのかな。

もう一つ気になるのは、ここにアテンドする

県など関係者全員に検査等については定期的に

実施するのか。この中に宿泊関係者とか競技施

設の職員とか、そういう周りの関連する職員も

入るのか。

それともう一つは、ここに選手等と県民との

接触を最小限としますよと。当然市民といろい

ろ楽しくというのはなくなると思いますが、そ

ういう計画は一切なく、結局ホテルから練習会

場以外の移動を制限するバブル方式なのか。そ
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れとも若干、ここに書いているように、最小限

でもあるのか、少し確認しておきたいと思いま

す。

足立芸術文化スポーツ振興課長 まず、水際対

策ですが、今、こちらで確認しているのは、海

外からの選手は成田空港か羽田空港、東京の国

際線の到着が原則と聞いており、大分県が受け

入れるポルトガルの選手についても、羽田から

大分に入ってくることになります。

最近、この数日の間に成田検疫所の取扱いが

いろいろと変化していて、今日も内閣官房から

具体的な取扱いについて連絡があるという話も

聞いているので、組織委員会もいろいろ調整し

ているようです。いずれにしても、入国の際の

検疫で陽性が出れば、濃厚接触者の認定をどう

するか、もう少しこれから細かいところは詰め

られると思います。

そういう濃厚接触者が大分に入ってこないよ

うに、また濃厚接触者の認定があやふやな状態

にならない対策をしっかりやっていきたいと思

います。

アテンドする職員の範囲ですが、県の職員が

空港から大分市内まで案内したり、ホテルから

練習会場の昭和電工ドームまで案内したり、そ

ういう職員は毎日検査の対象になります。これ

はプレイブックで指示されているので、そうい

う対応をします。

あわせて、例えば、宿泊するホテルの従業員

であったり、あとバスで送迎するので、運転手

についても定期的な検査が必要と国から指示が

出ており、国の指示に従った検査を実施するこ

とにしています。

それと、接触を最小限にするということで、

交流はないのかということですが、確かにコロ

ナの前は交流を計画していました。以前、ポル

トガルの選手が来たときも交流をやっています。

ただし、今回こういう状況なので、交流の在り

方を少し今工夫しています。

接触は最小限にしなければならないので、接

触がない形でどういう交流の在り方があるのか。

例えば、ＺｏｏｍとかＷｅｂを活用した交流が

できないかとポルトガルの陸上連盟と話をしな

がら、どういうことであれば相手側の選手も対

応できるのかとかを今、具体的に詰めています。

堤委員 これは県及び３市、９か国となってい

ますね。事前受入れに手をあげたところもある

と思いますが、そういうところで結局中止をし

た、受入れを拒否したところがあり、ほかの自

治体にも広がっているが、その理由は分かりま

すか。

足立芸術文化スポーツ振興課長 中止の報道が

今いくつかありましたが、県で聞いているのは、

日本で事前にキャンプして練習するのが難しく

なったから行くことがかないませんということ

です。

堤委員 大分県内もそういうのがあるの。

足立芸術文化スポーツ振興課長 例えば、報道

された例で言うと、中津市だったり、宇佐市だ

ったり、先方から事前キャンプが難しいという

連絡を受けたということで、中止となっていま

す。

森委員長 そのほかありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

森委員長 委員外議員の方はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

森委員長 さきほどの芸術文化活動継続緊急支

援事業ですが、当初予算が３千万円で、今の申

請状況では、この予算内でいけるのかどうかだ

け伺います。

足立芸術文化スポーツ振興課長 今いろいろ問

合せがあっている状況ですが、多分３千万円の

予算の中で対応できるのではないかと。今具体

的に聞いていて、規模がどれくらいになるかは、

まだ精査中ですが、多分枠の中に収まるのでは

ないかなと今のところ考えています。

森委員長 分かりました。

それでは、ほかに御質疑もないようですので、

次に③について説明をお願いします。

藤田統計調査課長 資料の１０ページを御覧く

ださい。

本日８時３０分、令和２年国勢調査の人口集

計速報が公表されたので報告します。

本県の総人口は１１２万４，５９７人で、前

回調査に比べ４万１，７４１人減少しています。
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男女別では、男性は５３万３，５３０人、女性

は５９万１，０６７人で、女性が男性より５万

７，５３７人多くなっています。

次に、市町村別の総人口は、全市町村で前回

から減少しており、減少数が多い順に、別府市、

佐伯市、日田市などとなっています。

減少率については、右下のグラフを御覧くだ

さい。一番左の大分市が減少率が低く、右に行

くにしたがって、減少率が高くなっています。

九州各県と比較すると、本県の人口は第６位、

人口増減率は第７位です。なお、九州で人口が

増加したのは、福岡県と沖縄県のみです。

全国の各都道府県と比較すると、本県の人口

は第３４位、人口増減率は第３６位です。全国

でも人口が増加したのは、東京都、神奈川県、

埼玉県など９都府県にとどまっています。

森委員長 ただいまの報告について、質疑はあ

りませんか。

堤委員 東京都の増加率は分かりますか。

藤田統計調査課長 東京都の増加率が４．１％

です。

堤委員 ４．１％の増加。企画振興部にいろい

ろ聞いてもしようがないと思いますが、今、地

方創生で、東京一極集中じゃなくて地方に分散

しましょうというかけ声はずっとやっています

が、その実態を見ると、東京に一極集中して人

口が増え、大分県も含め、３８道府県が減少し

ているのは、ますます一極集中と取られるよう

な数字ですが、そういう認識でいいですか。

藤田統計調査課長 ５年前の調査に比べて増減

率、傾向は余り変わっていないように見受けら

れます。

藤川おおいた創生推進課長 ５年間の比較でい

くとそうですが、昨年からのコロナ禍において

は、東京の転出超過がかなりの月数出ていて、

そういう意味では一極集中の流れは、ここ１年

ほど随分緩和されてきている認識です。

森委員長 そのほかありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

森委員長 委員外議員の方はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

森委員長 今の国勢調査にも関連しますが、大

分県が人口ビジョンを打ち立て、２１００年時

点では想定より増加させたいという政策になっ

ていますが、今、人口減少のことを見ると、非

常に厳しい状況にある。一般質問の中で、私も

住宅政策の必要性と言うか、しっかり定住でき

るような――移住者を受け入れるのもあります

が、地域に定住できるような住宅政策をきちん

と行っていく必要があるのじゃないかと質問し

ました。これは土木建築部で考えることじゃな

くて、やはり企画振興部で移住、定住を含め、

しっかりした計画を立てるべきで、住生活基本

計画の見直しも今年度中にあるので、そういっ

たものを踏まえ、人口減少を食い止めるという

視点での地方創生、またそのための住宅政策と

いう位置付けが必要じゃないかと感じています

が、いかがでしょうか。

藤川おおいた創生推進課長 委員長の御指摘は

ごもっともです。

人口ビジョンを立てるときにも、当然全庁で

議論をしており、毎年、県政推進指針や当初予

算を組み立てるときも、各部でどういった人口

減少対策の事業があるかとか、どういったもの

が考えられるかということで、企画振興部が中

心となってグリップしています。住宅政策につ

いても、当然空き家とかマンションの問題とか

多々あると思うので、土木建築部ともしっかり

連携していきながら、地方創生に資するような

住宅政策は考えていきたいと思います。

森委員長 例えばですが、これも土木建築部で

おおいた高齢者安心すまいプランという大分県

高齢者居住安定確保計画があります。これには

高齢者のことは書かれていますが、それを支え

る子世代のことが全然書かれていないですね。

同居とかいわゆる近居という視点がないプラン

になっている。今の県の計画、住宅政策ではそ

ういうのが抜けている部分があるのじゃないか

と感じています。

人口減少してしまうから、空き家が増えるか

ら空き家の対策をするとかは別として、これは

本当に企画振興部で、しっかり定住できる施策、

前向きな施策が何なのかをしっかり議論してい

ただきたいと思いますが、いかがですか。
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藤川おおいた創生推進課長 前向きな住宅政策

についても、我々もしっかり企画を立てながら、

土木建築部と話して、空き家のみならず、新し

い政策を打ち出したいと思います。

森委員長 山口県なんかも近居、同居政策をし

ていますが、なかなか成果として表れない。今

回、国土交通省の住宅局が近居、同居に関する

Ｗｅｂアンケートをやっています。まだ結果が

公表されていませんが、そういったものの分析

とか、また大分県がどうなんだというところも

踏まえ、やはりデータに基づいた施策も必要だ

と思うので、その辺もよろしくお願いします。

それでは、ほかに御質疑もないようですので、

これで諸般の報告を終わります。

この際、ほかに何かありませんか。

志村委員 部長にお尋ねします。

東京オリンピックがいよいよ１か月後です。

これは東京の問題じゃなく、日本全国で、東京

オリンピックで日本を盛り上げようという思い

で開催するわけですが、大分県として今、この

東京オリンピックと関連した県民のムードの盛

り上げ等、どう関わっていくのか、基本的な考

え方を聞かせてください。

大塚企画振興部長 パラリンピックも含め、オ

リパラについては、いろいろ議論がある中で、

政府として安全・安心な大会にすることで打ち

出されています。

まず一つは、事前キャンプ、さきほどもいろ

いろ御意見をいただいていますが、これをしっ

かりと安全・安心に受け入れ、それをまた次に

それぞれの国、あるいは競技団体といろんな今

後の交流につなげていけるようしっかり準備し

たいと思います。

あと、オリンピック・パラリンピックについ

てはいろんな意義があるのじゃないかという中

で、どちらかというと、今は一つはステイホー

ム、家で観戦してしっかり選手の競技を見てい

ただいて、それを今後の大分県のスポーツ振興

にも役立てていただきたいと思っています。実

際はこれから感染状況もありますが、いい大会

になればいいなと思っています。

志村委員 オリンピックに対する取組は、やは

り各県とも、全国あげてもう少し積極的に地方

と一緒になって東京オリンピック、パラリンピ

ックを成功させるムードをつくらなければいけ

ないと思っています。家で観戦しろ、それぞれ

が自分で楽しんでよかったと、これではないと

思います。せっかく大分県でも聖火リレーがあ

れだけ成功に終わった。でも聖火リレーができ

ない県もあった。だから、大分県でやったこと

も記録として残し、広くＰＲしていくとか、女

子の１００メートルでは、兒玉芽生さんがいよ

いよ今日、オリンピックに出られるかどうかの

大勝負です。そういうことを盛り上げていくと

いうのは、出身地の市ももちろんそうですが、

県全体で県出身選手を応援して、大会に出場し

て頑張ってもらう。懸垂幕を立てたり、人が集

まるところを中心にＰＲするとか、そういうム

ードづくりはやはり県が主体的に、もう少し積

極的にやる必要があると思っています。

中には、世論調査もいろいろあるだろうけれ

ども、今になってオリンピックは中止なんてい

うのが先行したらいけないと思います。そうい

う考えがあることは当然認めなくてはいけませ

ん。しかし、もう１か月後ですから、もう少し

ムードが上がることを、県として取り組む姿勢

がまだ必要だと思っています。

今の部長の答弁だと、すんなりとスムーズに

行けばいいじゃないかということしか聞こえな

いですね。あと１か月ないから、このムードを

どう上げていくか、もう少し全庁あげてどうす

るか、少し力を入れてほしいと思いますが、い

かがですか。

大塚企画振興部長 委員仰せのとおりなので、

そこは何ができるのかも含め、承りたいと思い

ます。

志村委員 パラリンピックの聖火は各市町村か

ら集まったものを県内で一点に集め、それを国

に上げる。こういうことも、もうすぐですから、

とにかくムードを上げるよう、部長が牽引者に

なってほしい。お願いします。

堤委員 今、オリンピックの推進という立場か

ら話がありましたが、私たちの立場からすれば、

やはり４０万人近くの方々が１か月間に集まっ
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てくるわけで。スポーツ選手、アスリートは当

然、この目標に向かって頑張ってきている。そ

れは否定するものではない。しかし、そういう

方々も含め、安心・安全の競技会がこの１か月

間で果たしてできるかどうか。ワクチンすらも

世界からこれだけ遅れている状況で、今でも広

がっているでしょう、感染拡大が。そういう状

況の中で、オリンピックは考えなければいけな

い。これは延期しようと思えばできるわけです

よね。また、中止しようと思えばできるわけ。

つまり、政治的な判断だから。危険性、死が関

わっており、コロナ感染で死亡されるケースが

大分県内も出てきています。そういうところを

考えると、オリンピックは中止すべきだという

ことは、くれぐれもこれは私の意見として言っ

ておきます。そういう意向もあることは認識し

ておいてください。

森委員長 そのほかありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

森委員長 ほかにないようですので、これをも

って企画振興部関係の審査を終わります。

執行部の皆さんはお疲れさまでした。

ここで、暫時休憩します。

午後２時２５分休憩

午後２時３０分再開

森委員長 これより、総務部関係の審査に入り

ます。

本日は、委員外議員として阿部長夫議員が出

席しています。

初めに、商工観光労働企業委員会から合い議

のあった第６７号議案大分県産業振興条例等の

一部改正について、執行部の説明を求めます。

和田総務部長 初めに、私から、本日審査をお

願いしている案件等について概括的に説明申し

上げます。

本日の委員会では、合い議案件１件、付託案

件４件及び付託外案件１件について審査をお願

いしています。

このうち、第５８号議案大分県一般会計補正

予算（第６号）は、ホーバークラフトの調達や

発着地の整備に着手するほか、次期セキュリテ

ィクラウドシステムの構築に必要な経費を計上

するものです。

第５９号議案大分県税条例の一部改正につい

ては、地方税法等の一部を改正する法律の公布

に伴い、個人県民税や法人事業税に係る規定な

どを改正するものです。

第６０号議案大分県使用料及び手数料条例の

一部改正について並びに第６１号議案大分県の

事務処理の特例に関する条例の一部改正につい

ては、医薬品及び医薬部外品の製造管理及び品

質管理の基準省令が、国際基準との整合性を図

ることなどにより改正されたため、手数料の新

設及び改正並びに移譲事務の追加を行うもので

す。

次に、５月１０日から６月１日まで行われた

県内所管事務調査について報告します。

委員の皆さまには、総務部関係機関等に対し、

大変熱心に調査いただき感謝申し上げます。

私どもとしては、いただいた意見を今後の政

策にできる限り反映していきたいと思っていま

す。本日の報告では、調査においていただいた

意見の中から、コロナ禍における振興局の取組

について説明します。

最後に、諸般の報告として、過疎地域持続的

発展方針（案）について説明します。

各事項の詳細については、それぞれ担当課長

から説明するので、どうぞよろしくお願いしま

す。

山口税務課長 お手元の総務企画委員会説明資

料の１ページをお開き願います。議案書は３５

ページですが、お手元の資料により説明します。

本議案は、過疎地域自立促進特別措置法が令

和３年３月３１日をもって失効し、新たに過疎

地域の持続的発展の支援に関する特別措置法が

令和３年４月１日から施行されたことに伴い、

大分県産業振興条例等の規定の整備を行うもの

です。

なお、総務部では大分県税特別措置条例につ

いて御説明します。

１の改正理由にあるとおり、減収補塡制度が

適用される場合を規定している総務省令の制定

及び一部改正に伴い、大分県税特別措置条例の

一部を改正するものです。
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２の主な改正内容についてですが、（１）過

疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法

に基づく省令の制定に伴う改正については、対

象業種に情報サービス業等を新たに追加し、下

の図にあるとおり、取得価額要件を現行の２，

７００万円超から資本金の規模に応じて５００

万円以上まで引き下げるものです。対象となる

設備投資についても拡充され、適用期間を令和

３年３月３１日から令和６年３月３１日まで３

年間延長するものです。

（２）省令の一部改正に伴う適用期間の期限

の延長等については、離島振興法、地域未来投

資促進法、半島振興法の規定に基づき実施して

いる県税の課税免除又は不均一課税の適用期間

を令和３年３月３１日から令和５年３月３１日

まで２年間延長するものです。また、山村振興

法については、省令の改正が行われないため、

県税の不均一課税の規定を削除するほか、引用

条項の改正等に伴い規定の整備を行うこととし

ています。

３の施行期日については、公布の日とし、本

年４月１日に遡及して適用することとしていま

す。

森委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。質疑はありません

か。

堤委員 ２，７００万円から５００万円に下げ

て、これで結構、中小企業も対象になると思う

けど、大体どれぐらい広がりがありそうと見込

んでいるか分かりますか。

山口税務課長 当然要件が緩和されているので、

使いやすい制度になったことで適用件数は増え

ると思いますが、なかなかそういう件に対する

データがなくて、はっきりしたことは申せませ

んが、課税免除額の２５％が実質減収と、７５

％は交付税で見ていただけるので、税収だけ見

れば減収ということになるでしょうけれども、

地域振興という広い目で見れば、最終的にほか

の税に跳ね返ってきて、税源涵養という意味で

は決してマイナスにはならないかと考えます。

森委員長 そのほかありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

森委員長 委員外議員の方はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

森委員長 ほかに御質疑もないようですので、

これより採決します。

本案のうち、本委員会関係部分については、

原案のとおり可決すべきものと商工観光労働企

業委員会に回答することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

森委員長 御異議がないので、本案のうち、本

委員会関係部分については、原案のとおり可決

すべきものと商工観光労働企業委員会に回答す

ることに決定しました。

次に、付託案件の審査に入ります。

まず、第５８号議案令和３年度大分県一般会

計補正予算（第６号）のうち、総務部関係部分

について、執行部の説明を求めます。

髙木財政課長 第５８号議案令和３年度大分県

一般会計補正予算（第６号）の全般的事項と歳

入について説明します。

総務企画委員会説明資料の２ページをお開き

ください。

冒頭にあるとおり、今回の補正予算案は、大

分空港の利便性向上に向け、ホーバークラフト

の調達や発着地の整備に着手するほか、次期セ

キュリティクラウドシステムの構築に必要な経

費を計上するものです。

補正額は、１８億９，２８７万９千円の追加

であり、累計の予算額は７，２１５億６５３万

４千円となります。

次に、その下の歳入の内訳ですが、繰入金の

うち、県有施設整備等基金取崩１８億３，０７

２万９千円は、２補正事業の内容の１大分空港

海上アクセス整備事業において、船舶の購入及

び大分市側発着地の土地取得に伴う経費に充て

るため、繰り入れるものです。

また、財政調整基金取崩１，０８７万７千円

と諸収入５，１２７万３千円、これは地方公共

団体情報システム機構からの補助金及び県内市

町村の負担分ですが、２情報セキュリティ対策

高度化事業において、県と市町村とで共同運用

する自治体情報セキュリティクラウドのシステ

ム構築やデータ移行等に要する経費に充当する
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ものです。

歳入についての説明は以上です。

小石電子自治体推進室長 令和３年度大分県一

般会計補正予算（第６号）のうち、総務部関係

の歳出部分について説明します。

総務企画委員会説明資料の２ページを御覧く

ださい。

情報セキュリティ対策高度化事業、補正予算

額６，２１５万円です。

資料の３ページを御覧ください。

１目的ですが、この事業は平成２８年度に県

と市町村で共同構築し、平成２９年度から運用

を開始した自治体情報セキュリティクラウドに

ついて、本年度末で更改時期を迎えるため、シ

ステムを更改するものです。

セキュリティクラウドとは、県・市町村の情

報システムネットワークをインターネットを経

由した外部の攻撃から守るためのシステムです。

今回の更改で市町村も含めたセキュリティレベ

ルの底上げが行われることになります。

なお、今回のシステム改修については、国が

外郭団体である地方公共団体情報システム機構

に基金を積み立て、自治体に補助する仕組みに

しています。昨年度の段階で、国が新システム

の調達スキームを示すに至らなかったことから、

本県の本年度の当初予算には計上できていませ

ん。４月末に補助金取扱要領等の詳細なスキー

ムが示されたことから、今議会に構築に必要な

経費を予算案として計上しています。

２更改の内容ですが、事業費はシステム構築

に係る６，２１５万円で、うち機構からの補助

金は２分の１の３，１０７万５千円、補助裏に

ついては職員数で按分し、６５％を市町村、３

５％を県が負担します。

主な機能ですが、インターネット通信の監視

と、事故の発生予防としてゲートウェイ対策と

ホームページの防衛を行います。

３スケジュールですが、７月に公告、８月末

に入札を行い、９月から来年３月まで構築、４

月から運用開始となります。

運用期間は令和４年度から８年度までの５年

間です。

森委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。委員の皆さんから

質疑はありませんか。

堤委員 システムの標準化、統一化が今後、計

画されるでしょう。そういうものとこのセキュ

リティクラウドの更改との関係は、何か因果関

係があるのかが一つ。

もう１個は、今セキュリティで、三層の構造

でいろいろ計画されているでしょう。マイナン

バー利用事務系とかＬＧＷＡＮ接続系、インタ

ーネット接続系と三層構造で対策がされている

けど、今マイナンバーカードを２０２７年まで

にほぼ１００％普及させようということで、マ

イナポータルを通じて個人情報をいろいろ個人、

自分が見ることができると。そのときに外部の

インターネットで当然つなぎますね。その情報

セキュリティ問題はどうなるのか分からないの

で、その２点を教えてください。

小石電子自治体推進室長 国が進めている標準

化のシステムは、国のガバメントクラウドにシ

ステムを入れ、市町村がそのシステムを利用す

る形になるので、そのセキュリティについては、

国で責任を持って対策をすることになるかと思

います。

今回の補正の６，２００万円余りの分ですが、

これは県とか市町村がインターネットで外向け

に公開しているホームページとかメール機能と

か、そういったものを守るためのシステムです。

そういった意味で役割分担があるということで

す。

それから、マイナポータルの話がありました。

これもマイナポータルは国が整備するシステム

を市町村等が利用することになるので、セキュ

リティは国でしっかりしていただけると思いま

す。

堤委員 今回の高度化事業は、ホームページと

かの部分でのセキュリティの更改で、標準化と

かとは全く関係ないことになるわけね。それを

確認したい。

マイナポータルは、確かに市町村と個人がマ

イナンバーカードを使ってマイナポータルで中

を見ると。そのとき、どうしても外部のインタ
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ーネットでつなぐでしょう。外部のインターネ

ットじゃないと、そこまで行かないわけだから。

そのセキュリティが国として果たして十分でき

るのかな。外部につなげるから、マイナンバー

カードを通じてマイナポータルでいろんな情報

を見るときに、第三者が見ることができてしま

う状況になるのではないかな。そこら辺は大丈

夫ですか。

小石電子自治体推進室長 仰せのように、国が

進めている標準化と、今回のセキュリティクラ

ウドは直接関係はありません。

それから、マイナポータルのセキュリティ対

策ですが、今、国がどういうセキュリティ対策

を講じているのか、講じようとしているのか、

情報として持ち合わせていないので分かりませ

んが、しっかりしたものになるだろうと思いま

す。

堤委員 しっかりしたものになるだろうと思う。

分からないのにしっかりしたものになるだろう

というのはおかしな話だけど、それはちょっと

調べて、また教えてください。

マイナンバーカードを今から普及しようと、

県もあげてやるわけでしょう。だから、そうい

うセキュリティ問題はこれからも絶対出てくる。

そのときに県として、国がどうするか分からな

いでは、ちょっと心もとないから、そこら辺は

少し調べておいてください。

小石電子自治体推進室長 また詳細は調べて回

答しますが、二つあって、一つは、我々がマイ

ナポータルから国に接続することにより、そこ

から国のシステムをいじって、いろんな情報を

抜き出すかどうかについては、国がしっかりセ

キュリティ対策を講じることになります。

一方で、我々が見ているセキュリティという

のは、ある意味、国だけでなく、正に使ってい

る個人のセキュリティの問題でもあるので、そ

れはほかのサイトを見るときも同じですが、使

っている方が、自分のパソコンのセキュリティ

対策をする面も恐らくあるだろうと思います。

森委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

森委員長 委員外議員の方はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

森委員長 ほかに御質疑もないようですので、

これで質疑を終わります。

それでは、本案のうち本委員会関係部分につ

いて、さきほど審査した企画振興部関係を含め、

一括して採決します。

本案のうち本委員会関係部分については、原

案のとおり可決すべきものと決することに御異

議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

森委員長 御異議がないので、本案のうち本委

員会関係部分については、原案のとおり可決す

べきものと決定しました。

次に、第５９号議案大分県税条例の一部改正

について、執行部の説明を求めます。

山口税務課長 お手元の総務企画委員会説明資

料の４ページをお開き願います。議案書は９ペ

ージですが、お手元の資料により説明します。

１の改正理由にあるとおり、地方税法等の一

部を改正する法律が本年３月３１日に公布され

たことに伴い、大分県税条例の一部を改正する

ものです。

２の主な改正内容ですが、（１）個人県民税

については、令和２年度税制改正において国外

居住親族に係る扶養控除の見直しが行われたこ

とを踏まえ、個人県民税所得割の非課税限度額

の算定の基礎となる扶養親族から、扶養控除の

対象外となる３０歳以上７０歳未満の国外居住

親族を除外するものです。

下の図にあるとおり、今回の改正によって、

３０歳以上７０歳未満の国外居住親族のうち、

学生、障がい者、送金受領者を除いた、斜線部

分を除外することになります。

（２）法人事業税については、電気事業法の

改正により新たな事業類型として配電事業及び

特定卸供給事業が創設されることに伴い、創設

された事業に対して法人事業税を課すものです。

下の図にあるとおり、配電事業については収

入割により、特定卸供給事業については資本金

１億円超の法人は収入割、付加価値割、資本割

により、資本金１億円以下の法人は収入割、所

得割により課すことになっています。
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このほか、引用条項の改正等に伴い規定の整

備を行うこととしています。

３の施行期日については、２（１）は令和６

年１月１日施行としており、そのほかについて

は令和４年４月１日施行となります。

森委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。質疑はありません

か。

〔「なし」と言う者あり〕

森委員長 委員外議員の方はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

森委員長 別に御質疑もないようですので、こ

れより採決します。

本案は原案のとおり可決すべきものと決する

ことに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

森委員長 御異議がないので、本案は原案のと

おり可決すべきものと決定しました。

次に、第６０号議案大分県使用料及び手数料

条例の一部改正についてですが、本案について

は、関係する福祉保健生活環境委員会及び土木

建築委員会に合い議をしていることを申し添え

ます。

それでは、執行部の説明を求めます。

髙木財政課長 第６０号議案大分県使用料及び

手数料条例の一部改正についてです。

議案書は１１ページですが、総務企画委員会

説明資料で説明します。資料の５ページをお開

きください。

今回の改正は、薬務関係事務に係る手数料の

新設及び改正です。

県では、医薬品、医療機器等の品質、有効性

及び安全性の確保等に関する法律、いわゆる薬

機法の規定に基づき、医薬品の製造や販売を行

う事業者について、製造方法や保健衛生上の許

可や承認に係る事務を行っています。

今回、その調査基準である厚生労働省令が国

際基準との整合性を図ることなどの改正がなさ

れたため、ＧＭＰ適合性調査等について手数料

の見直しを行います。

（１）の適合性調査に係る申請手数料の見直

しは、国際基準にあわせ、製品品質の照査や安

定性モニタリング調査など調査項目の増加など

により、要する経費が増加することとなるため

改正するものです。

次に、（２）ですが、医薬品等の保管のみを

行う製造所については、保健衛生上のリスクが

低いため、許可制から登録制に変更されること

から、登録に係る手数料を新設します。

（３）区分適合性調査制度については、現状

のＧＭＰ適合性調査は、医薬品の品目ごとに調

査が必要ですが、今後は、製造のみを行う業者

からの申請により、製造工程の区分ごとに調査

を受けることが可能となるため、区分適合性調

査に係る手数料を新設します。

最後に、（４）変更計画に基づく適合性確認

制度です。承認が必要な製造方法等の変更につ

いては、変更承認申請により調査を実施してい

ましたが、事前に変更計画の確認及びＧＭＰ適

合性の確認を受けた場合は、承認申請ではなく

届出による変更で済むことになります。そのた

めの変更計画適合性確認申請手数料を新設して

います。

いずれの手数料についても、単価は九州各県

で統一としており、施行日は法律及び省令と同

日の令和３年８月１日としています。

また、その他として、建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法律の改正により、引用

条文のズレが生じたことから改正を行うもので

す。

森委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。質疑はありません

か。

玉田委員 確認ですけど、（２）の登録制度に

係る申請手数料の例示の文言が定数料となって

いますが、ここは手数料でいいんですよね。誤

表記ということでいいんですよね。

髙木財政課長 申し訳ありません。定数料は間

違いで、手数料です。

森委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

森委員長 委員外議員の方はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

森委員長 ほかに御質疑もないようですので、
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これより採決します。

なお、本案について、福祉保健生活環境委員

会及び土木建築委員会の回答は、原案のとおり

可決すべきとのことです。

本案は原案のとおり可決すべきものと決する

ことに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

森委員長 御異議がないので、本案は原案のと

おり可決すべきものと決定しました。

次に、第６１号議案大分県の事務処理の特例

に関する条例の一部改正についてですが、本案

については、関係する福祉保健生活環境委員会

に合い議をしていることを申し添えます。

それでは、執行部の説明を求めます。

井下市町村振興課長 第６１号議案大分県の事

務処理の特例に関する条例の一部改正について

御説明します。

議案書は２１ページですが、別途配付してい

る総務企画委員会説明資料の６ページで説明し

ます。

本条例は、地方自治法の規定に基づき、県の

権限に属する事務のうち、市町村が処理する事

務の範囲等を定めた条例です。

このうち、今回は別表第２の大分市に移譲す

る事務について、法令改正に伴う事務手続の追

加等を行うものです。

１の法令改正に伴う条例改正の概要ですが、

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性

の確保等に関する法律、同法施行令の改正に伴

うものです。

（１）の法令改正の概要は、真ん中の点線囲

みの①から③になりますが、さきほど説明した

第６０号議案大分県使用料及び手数料条例の一

部改正と同様の内容なので、ここでの説明は割

愛します。

さきほどの大分県使用料及び手数料条例の一

部改正は、法令改正により追加された県の事務

の申請手数料を新設するものでしたが、この追

加された事務の一部を県から大分市へ移譲する

ため、本条例の一部を改正するものです。

（２）の条例改正の概要ですが、この手続に

係る事務のうち、申請書等の受理や手数料の徴

収、申請者への登録証の交付等の事務を移譲す

ることについて協議が整ったので、県から大分

市に移譲する事務として別表第２に追加するも

のです。

最後に、２の施行期日ですが、改正法令の施

行日を踏まえ、令和３年８月１日としています。

森委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。質疑はありません

か。

〔「なし」と言う者あり〕

森委員長 委員外議員の方はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

森委員長 別に御質疑もないようですので、こ

れより採決します。

なお、本案について、福祉保健生活環境委員

会の回答は、原案のとおり可決すべきとのこと

です。

本案は原案のとおり可決すべきものと決する

ことに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

森委員長 御異議がないので、本案は原案のと

おり可決すべきものと決定しました。

以上で付託案件の審査を終わります。

次に、付託外案件の審査に入ります。

議長から回付されている陳情２７について、

執行部の意見を求めます。

小石電子自治体推進室長 お手元の陳情文書表

の４ページをお開きください。

本陳情は、ＬＩＮＥを含む県外事業者とのオ

ンライン結合の実態について第三者調査委員会

を設置・調査し、県民に公開することを求める

ものです。

また、陳情書の後半では、陳情者は大分県個

人情報保護条例ではＬＩＮＥを含む県外クラウ

ドサービスとオンライン結合する場合は原則禁

止され、個人情報審査会の諮問や安全措置を講

ずる必要があるとしています。

オンライン結合については、大分県個人情報

保護条例第８条でその要件が定義されています。

一つは、当該実施機関、すなわち県が管理する

電子計算機と実施機関以外のもの、具体的には

国や外郭団体、市町村、民間事業者等になりま



- 21 -

すが、これらが管理する電子計算機その他の情

報機器とを通信回線を用いて結合するという点、

二つ目は、当該実施機関が保有する個人情報を

当該実施機関以外のものが随時入手しうる状態

にするという二つの要件を共に満たすものと定

義されています。

そして、条例上、原則としてオンライン結合

による個人情報の提供は認められていませんが、

例外として個人情報保護審査会の意見を聞いて

実施機関が認めるときには可能となっています。

ＬＩＮＥ等のサービスについては、特定の時

期に相手方にデータを送信するものであるため、

さきほどの随時入手しうる状態という要件を満

たさず、オンライン結合には該当せず、条例に

基づいた審査会からの意見聴取等の手続の対象

外との認識です。

なお、陳情にあるクラウドサービス、すなわ

ちネット経由で提供されるサービスについてで

すが、クラウドサービスと自前のサーバーのセ

キュリティレベルについては、その形態のみで

比較できるものではなく、管理運営体制やセキ

ュリティ機能の違いにより生じるものです。

森委員長 この陳情について、御意見等はあり

ませんか。

堤委員 ＬＩＮＥの問題は、今回初めて出され、

後ろに、今日、陳情者が来ていますから、しっ

かり返答してやってください。

ＬＩＮＥの問題で、前に確認したところ、Ｌ

ＩＮＥとかＳＮＳを利用した業務は８業種ある

と聞いています。そのうちの５事業は広報活動、

あと三つが条例に該当するオンライン結合では

ないけど、相談業務であったということを事前

に聞いたが、それも今年の３月に利用停止をし

たと聞いています。これを３月にやめた理由は

分かりますか。これが一つ。

小石電子自治体推進室長 まず、３月にＬＩＮ

Ｅの運用の問題が明るみに出て、国としても停

止という方針がなされたので、県では三つの相

談業務で使っていましたが、それについては直

ちに停止をしました。

堤委員 そういうことね。社会的な問題になっ

たからということね。

もう一つ、ＳＮＳとの関係で、オンライン結

合にこれは該当するのかな。今、Ｚｏｏｍとか

いろんな機械を使って、オンラインでやり取り

するのがあるじゃないですか。そういうのはこ

れに該当するのか。

松原県政情報課長 基本的にはオンライン結合

というのは、県が管理しているシステムと、外

部の者が管理しているシステムとを結び、外部

の者が県が保有する個人情報に自由にアクセス

できる、随時入手できるものをオンライン結合

と申しており、Ｚｏｏｍとかは１対１じゃなく

て多人数でのやり取りになりますが、あくまで

も当人同士で情報をその場でやり取りをするの

で、システムを通じて外部の者が県が保有する

個人情報に勝手に自由にアクセスできるもので

はないので、オンライン結合には該当しないの

ではないかと考えます。

堤委員 そういうことで、個人情報に該当しな

いという認識でいいわけね、Ｚｏｏｍとか個人

対相手の場合ね。となれば、当然審査会は開く

必要もなかろうし、自由に使っていいですよと

いうことになると思いますが、セキュリティと

の関係でどうなるのかなというのもあるけど、

そこら辺はどうですか。

松原県政情報課長 さきほどのは、あくまでも

条例第８条のオンライン結合の制限規定には該

当しませんよというだけの話で、そのほかセキ

ュリティ等の関係については、ほかに個人情報

保護条例で安全確保、セキュリティをしっかり

しなさいという規定があるので、そちらに沿っ

て、県ではいろいろセキュリティの基準とか設

けているので、それに沿った運用がなされるべ

きと考えています。

森委員長 そのほかありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

森委員長 委員外議員の方はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

森委員長 ほかにないようですので、以上で陳

情について終わります。

次に、県内所管事務調査のまとめを行います。

執行部の説明を求めます。

井下市町村振興課長 森委員長をはじめ委員の
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皆さまには、本年度の所管事務調査において、

貴重な御意見を賜り、誠にありがとうございま

した。

本日は、いただいた意見のうち、コロナ禍に

おける振興局の取組について御説明します。

総務企画委員会説明資料の７ページをお開き

ください。

では、まず、１の地域の声の拾い上げについ

てです。

振興局では、コロナの影響を受けている地域

の現状をきめ細かく把握するため、市町村や関

係団体と連携し、商工・観光業、農林水産業に

従事している方から現場実態を随時聞いている

ほか、旅館、ホテルに対し、現在の経営状況や

今後の見通し、県に求めることなどについて、

６月末までの予定で訪問調査を行っています。

また、昨年度は、まち・ひと・しごと創生本

部の地域別部会を計２４回開催し、現場実態の

把握に努めてきました。

これらのいただいた意見については、本庁各

部局と連携して支援策につなげるとともに、振

興局ならではの視点とフットワークをいかした

支援を行っています。

その一つが、２（１）の地域活力づくり総合

補助金による支援です。

新型コロナ対策として緊急的に設けられた①

の緊急支援枠を活用し、令和２年度は１９０事

業、約１億７千万円の補助事業を実施しました。

西部振興局においては、天ヶ瀬温泉における

桜滝をライトアップして、それを観光協会のホ

ームページで発信し、災害復旧の状況を見ても

らうことなど、今後の誘客につなげる取組に支

援をしました。

北部振興局では、コロナ禍で生活不安を抱え

る外国人技能実習生を自治会ぐるみで応援する

取組へ緊急支援を行いました。

また、②の地域創生枠等については５２事業、

約２億７千万円の補助を行いました。アフター

コロナを見据えた長期的な視点での地域活動に

ついても支援を行っています。

次に、８ページを御覧ください。

飲食店を通じた感染拡大防止対策支援事業で

は、デリバリーやテイクアウト、前売りお食事

券などの販売経験のない飲食店を、商工会等が

まとめてメニュー化をしてエール飯として新聞

広告、それからホームページで売り出す事業に

支援を行いました。これは大きな反響を呼んだ

ところです。

続いて、（３）生産者への支援です。

振興局職員が現場に足を運び、生産者に寄り

添いながら、資金繰りの相談や、県や国が行う

各種支援事業等の周知、申請支援など、本庁各

部局とも連携した様々な支援を行っています。

例えば、冠婚葬祭の自粛で大きな影響を受け

ている花農家を支援するため、仏花用の白い菊

から花束に使える色のついたスプレー菊等への

転換を図ったり、あるいは家庭向けに毎月１千

円で花が届く定期便の商品を発売し、昨年１０

か月間で２，３４１束を売り上げるなど、今後

につながる展開を図っています。

このほか、３の感染拡大防止対策として、市

町村と連携した住民向け広報の実施や、管内保

健所へのコロナ対応の応援、宿泊療養施設にお

けるコロナ感染者の生活支援なども行っていま

す。

今後とも、振興局の持つ機能や資源を最大限

活用し、地域の声をしっかりと拾い上げ、県の

政策につなげるとともに、地域の元気を取り戻

すため、柔軟かつ迅速な対応に努めていきます。

森委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。質疑はありません

か。

〔「なし」と言う者あり〕

森委員長 委員外議員の方はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

森委員長 所管事務調査では、県内各地に行き、

御対応いただいたことに感謝します。

そのときに一つ気になったことがあったので、

今回も報告いただきましたが、あのときちょう

ど別府と大分だけ事業者を支援するという発表

があった直後、ある振興局に行きました。そし

て振興局として対象地域じゃないという声が事

業者からないでしょうかと伺ったところ、いや、

特にそういうことはないですということでした
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が、私どもにはそういう御意見がたくさん入っ

ていた段階でした。

そういう中で、地元の振興局がいかに地域の

皆さんの声を拾っていくかということは大きな

課題じゃないかと感じました。その点、今回の

コロナ対策では、いろんな形でスピードを求め

られたり、補正予算を組みましたが、この際、

そこら辺の振興局の機能、在り方についても強

化していただきたいと思います。そのことにつ

いて御発言があればお願いします。

和田総務部長 御指摘のとおりで、本庁とは別

にそれぞれの地域に振興局を置いているのは、

正に現場での意見を吸い上げ、それを本庁にフ

ィードバックし、全体の政策にいかすというこ

となので、そういった現場の声をしっかり拾う

ことは振興局の一番基本だと思います。引き続

きそういった機能が高められるよう、我々とし

ても努力していきたいと思います。

森委員長 ぜひよろしくお願いします。

それでは、ほかに御質疑もないようですので、

これで県内所管事務調査のまとめを終わります。

次に、執行部から報告の申出があるので、こ

れを許します。

それでは、①の報告について説明をお願いし

ます。

井下市町村振興課長 過疎地域持続的発展方針

（案）について御説明します。

総務企画委員会説明資料の９ページを御覧く

ださい。

過疎地域の課題を解決するため、昭和４５年

に議員立法による１０年間の時限立法として過

疎地域対策緊急措置法が制定されて以来、４次

にわたる特別法のもと過疎対策事業が実施され

てきました。

資料の中段左側に記載しているように、旧過

疎法の過疎地域自立促進特別措置法が本年３月

末で失効したことから、新過疎法の過疎地域の

持続的発展の支援に関する特別措置法が本年４

月から１０年間の時限立法として施行されまし

た。

この新過疎法では、過疎地域の指定要件の見

直しが行われたことから、大分市の旧野津原町

・旧佐賀関町が新たに非過疎地域となりました。

ただし、非過疎地域となった地域については過

疎対策事業債の発行や国庫補助率のかさ上げ等

が今回から６年間認められるなどの経過措置が

設けられており、直ちに財政的な影響が出るも

のではないと考えています。

次に、資料１０ページを御覧ください。

資料の中段右側に記載しているとおり、過疎

地域の市町村が過疎対策事業債を発行するため

には各市町村において過疎計画を策定する必要

がありますが、今回の過疎方針については、市

町村計画及び県計画を策定する際の指針となる

ものであり、県において策定することとなって

います。

過疎方針に盛り込む項目としては、方針に定

める事項の見直しにあるとおり、従前の９項目

から１２項目に変更されており、太字で記載し

た部分が新たに追加された項目となっています。

県では、法律で定められた項目と県の長期総

合計画との整合を図りながら、資料の下段に記

載しているとおり、過疎方針の項目を定め、別

途お配りしている過疎方針（案）を作成しまし

た。

次に、資料１１ページを御覧ください。主な

変更点をまとめています。

まず、再生可能エネルギーの利用の推進に関

しては、新たに項目を設け、自然環境や景観等

との調和の重要性を認識しつつ、導入を促進し

ていくことなどを記載しています。

移住・定住に関しては、福岡に設置した交流

拠点ｄｏｔ．（ドット）を活用して、移住フェ

アや大分県出身の学生に県内での就職をイメー

ジしてもらう仕事カフェ等を開催して、移住・

定住、Ｕターンなどにつなげていきます。

情報通信産業に関しては、デジタルトランス

フォーメーション、例えば遠隔診療だとか遠隔

授業などの取組を推進していくことなどを、社

会インフラの老朽化対策に関しては、公共施設

等総合管理計画に基づき、長期的な視点をもっ

て改修・更新を計画的に行い、財政負担の軽減

・平準化を図ることなどを記載しています。

過疎方針（案）については、本日から１か月
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間、パブリックコメントを実施し、県民の皆さ

まからも御意見を伺い、国から同意を得た後、

８月下旬頃に正式な過疎方針として策定の上、

公表する予定です。

森委員長 ただいまの報告について、質疑はあ

りませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

森委員長 委員外議員の方はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

森委員長 別に御質疑もないようですので、こ

れで諸般の報告を終わります。

この際、ほかに何かありませんか。

玉田委員 一つだけ、急ですが教えてほしいの

が、県職員に対するワクチン接種についてです。

事業所でやるとか、いろいろ今出ていますが、

県の職員、それから市町村の職員もあわせて聞

きたいですが、それぞれの居住地での市町村接

種の中に組み込まれていくということでいいで

しょうか。

和田総務部長 県職員も市町村職員もですが、

一つは、もともと医療従事者等が、例えば保健

師がいるので、そういう方は当然その枠で既に

接種が終わっているし、市町村においては救急

隊員とか、そういう方も恐らく接種が進んでい

ると思います。それ以外の一般的な事務職員に

ついてですが、今のところ、それぞれ県も市町

村も、職域接種をやらないとなっているので、

通常の一般市民の枠の中で職員も打っていくこ

とが基本になるかと思います。当然、職域接種

を今後さらにもっと拡大すべきという議論にな

り、県や市町村においてもやるとなれば、また

少し状況が変わってくると思いますが、今の時

点においては、基本的には一般県民の枠と同じ

ときに県職員、あるいは市町村職員もやること

が基本になるだろうと思っています。

玉田委員 今の段階で分かっている範囲でいい

ですが、県の職員が最終的に全員が終わるのは、

見通しはいつ頃になっていますか。

和田総務部長 基本的には、一般県民と同じス

ケジュールで進むことになるので、県民につい

ては、国が１１月までには希望する全ての国民

の接種を終えると言っているので、それと同じ

タイミングまでに希望する方は終わることにな

ると考えています。

玉田委員 それからもう一つ、ワクチン休暇の

件です。ワクチン休暇というか、副反応があっ

たケースの休暇については、今、総務省も言っ

ていますが、大分県でもそれで対応するという

ことでよろしいでしょうか。

渡辺人事課長 その対応についても、基本的に

国と同じ対応をすることで考えています。

森委員長 そのほかありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

森委員長 １点だけ。先日、所管では直接ない

ですが、ツーリズムおおいたの関係の話があり

ました。県の観光を担う団体で、また県の予算

等も多く支出されていますが、現時点で分かっ

ていること等があれば教えてください。

比護行政企画課長 御質問いただいたツーリズ

ムおおいたの使途不明金についてですが、担当

部局からは、現在調査を進めており、全容解明

に向け、内部だけで厳しければ警察等とも相談

しつつと聞いています。

その上で、総務部としては、公社等外郭団体

を所管するところであり、大分県公社等外郭団

体に関する指導指針に基づき、県として指導監

督等を行う立場です。その中で、今回の件を受

け、全庁の主管課及び外郭団体所管課宛てに公

社等外郭団体の適正な運営指導の徹底について、

まずは通知を発出して、適正な運営指導をする

ように周知徹底をしています。

全容解明は、また商工観光労働部で進めてい

くと思いますが、外郭団体への対応という意味

でも、適正な運営指導をしっかり行っていきた

いと考えています。

森委員長 財政面を支えている総務部としてと

いうことで質問しました。ありがとうございま

した。

それでは、ほかにないようですので、これを

もって総務部関係の審査を終わります。

執行部の皆さんはお疲れさまでした。

委員の皆さまは、この後、協議を行うので、

そのままお待ちください。
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〔委員外議員、総務部退室〕

森委員長 これより、内部協議を行います。

まず、閉会中の所管事務調査の件について、

お諮りします。

お手元に配付のとおり、各事項について、閉

会中、継続調査を行いたいと思いますが、これ

に御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

森委員長 御異議がないので、所定の手続を取

ることとします。

次に、県内・県外所管事務調査についてです。

県外調査については、他県の状況も踏まえ、

もう少し様子を見たいと思いますが、県内につ

いては延期とした箇所もあるので、改めて日程

等を調整の上、１泊２日程度で計画したいと考

えています。

時期や調査箇所等について、御意見があれば

お願いします。

〔協議〕

森委員長 それでは、８月２４日、２５日に県

内所管事務調査を実施し、西部方面で調整した

いと思います。

詳細については、委員長に御一任願います。

最後に、その他です。本日は試行的にタブレ

ットを使用してみましたが、いかがでしたでし

ょうか。

〔意見交換〕

森委員長 皆さんの感想は、事務局を通じて政

策検討協議会にお伝えしたいと思います。

この際、ほかに何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

森委員長 ほかにないようですので、これをも

って委員会を終わります。

お疲れさまでした。


